
警察における東京大会に向けたテロ対策について

 爆発物の原料となり得る化学物質等の管理強化、外国人宿泊者やレンタカー等の利用者の身元
確認等の徹底等について、事業者と引き続き連携
 重要インフラ事業者等と連携したサイバーテロ対策
 官民連携の枠組みに基づき、関係機関や民間事業者、地域住民等と緊密に連携し、テロに対す
る危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等を推進
 防犯講話、交通安全教室等の機会を通じた国内の外国人コミュニティとの連携強化

薬局とのﾛー ﾙﾌ゚ﾚｲﾝｸ゙型訓練

官民一体となったテロ対策の推進

 「セキュリティ情報センター」（平成29年７月設置）において、２０２０年東京オリパラ大会の安全に関する情報を集約
し、安全に対する脅威及びリスクの分析及び評価を行い、国の関係機関等に対し必要な情報を提供するとともに、
外国治安情報機関等と緊密に連携

 「インターネット・オシントセンター」におけるインターネット上に公開されたテロ等関連情報の収集・分析の推進
 ２０２０年東京オリパラ大会を見据え、平昌大会へ警察庁職員を派遣予定

情報収集・集約・分析等の強化

 外国関係機関との連携等を通じ、テロ関連の不審人物に関する人定情報や出入国関連情報など、水際対策に資
する関連情報の収集・分析を強化、関係機関等へ提供
 関係機関と連携の下、具体的な事案を想定した訓練の実施

水際対策の強化

 競技会場等の警戒警備の万全と、アスリート、観客等の安全確保に向けた警備計画の策定
 各種部隊の装備資機材の充実強化、関係省庁等との連携訓練の実施等を通じた事態対処能力の向上
 事件現場医療派遣チームとの連携拡大及び合同訓練の推進による万全な警戒態勢の構築

重要施設の警戒警備及びテロ対処能力の強化

銃器対策部隊の訓練

 ソフトターゲットの施設管理者、民間事業者、関係機関等とのテロ対処合同訓練の実施
 イベント等における警戒場所の選定や、車両を含む各種装備資機材の活用等による効果的な警察措置の推進

ソフトターゲットに対するテロの未然防止
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